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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中で「指

定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」という。）第２

条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するために行

われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下「新

統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）の規定に

基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大臣に

届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条に基づき

総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統計法

下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成されてい

たものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査をいう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計調査

以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」については、

本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
 
 
 



 

○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日 

鉄 道 車 両 等 生 産 動 態

統計調査 
国 土 交 通 大 臣 

承認事項の変更 

平成 27 年１月分からの調

査の実施に当たり、以下に

ついて変更 

① 調査対象の選定方法 

従前の地方運輸局が行

うヒアリング等に基づく

事業所情報に加え、新た

に経済センサス-活動調

査の結果に基づく産業分

類情報を活用 

② 調査対象の範囲 

上記①の選定方法を踏

まえ、調査対象の範囲の

明確化を図るとともに、

当該事業所の規模を、従

前の一律「常時 10 人以上

の従業員を使用する事業

所」から「全ての事業所」、

「常時 30 人以上の従業員

を使用する事業所」又は

「常時 50 人以上の従業員

を使用する事業所」に変

更 

③ 調査事項 

鉄道車両の需要先が

「ＪＲ」又は「民需」で

ある場合や、鉄道車両部

品等の納入先が「ＪＲ」

又は「民鉄等」である場

合のうち、需要先又は納

入先が公的活動を行う機

関を把握するため、「公的

機関」の区分を新たに追

加 

H26.11.11 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H26.11.12 在宅歯科医療に関する調査 厚 生 労 働 大 臣

H26.11.13 歯科技工料調査 厚 生 労 働 大 臣

H26.11.20 通信利用動向調査 総 務 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.11.4 石川県介護・福祉人材に関する実態調査 石 川 県 知 事

H26.11.4 介護福祉士等有資格者の就労状況等に関する調査 石 川 県 知 事

H26.11.5 コンテンツ産業における中小企業の海外展開に関する調査 東 京 都 知 事

H26.11.6 浄化槽に関する調査 愛 知 県 知 事

H26.11.7
日本食産業＜製造業・飲食店＞における中小企業の海外展開
に関する調査

東 京 都 知 事

H26.11.10 東京都ガソリンの取引状況等に関する調査 東 京 都 知 事

H26.11.11 商品の流通に関するアンケート調査 宮 崎 県 知 事

H26.11.17 震災対策に関するアンケート 鳥 取 県 知 事

H26.11.19 学校教育に関する県民意識アンケート調査 石 川 県 教 育 委 員 長

H26.11.20 北九州市人口移動実態調査 北 九 州 市 長

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもの
　　である。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H26.11.4 大阪府景気観測調査 大 阪 府 知 事

H26.11.7 財政状況調査 大 阪 府 知 事

H26.11.17 県民経済計算推計調査における財政状況調査 和 歌 山 県 知 事

H26.11.17 徳島県産業廃棄物実態調査 徳 島 県 知 事

H26.11.21 長野県雇用環境等実態調査 長 野 県 知 事

H26.11.26 県民経済計算基礎調査 新 潟 県 知 事

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもの
　　である。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 鉄道車両等生産動態統計調査（２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１１月１１日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報政策本部情報政策課交通経済統計調査室 

【目 的】 本調査は、鉄道車両等生産動態統計（鉄道車両及び同部品製造業、鉄道信号

保安装置並びに索道搬器運行装置製造業の生産の動態を明らかにすることを目

的とする基幹統計）を作成することを目的とする。 

【調査の構成】 １－鉄道車両生産（新造）調査票、２－鉄道車両生産（改造・修理）調

査票、３－鉄道車両部品及び鉄道信号保安装置生産調査票、４－索道搬器

運行装置生産調査票 

【公 表】 「鉄道車両等生産動態月報」及び「鉄道車両等生産動態統計四半期報」：イン

ターネット 「鉄道車両等生産動態統計年報」：インターネット・印刷物（月報

（調査月の翌月末日）、四半期報（調査四半期最終月の翌々月末日）、年報（調査

年度の翌年度９月末日）） 

※ 

【調査票名】 １－鉄道車両生産（新造）調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉄道車両に係る品目の製造を行

う事業所であって、日本標準産業分類に揚げる細分類「鉄道車両製造業」等

に属し、鉄道車両生産（新造）を行う全ての事業所 （抽出枠）経済センサ

ス－活動調査の調査票情報等により作成した事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン・その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）毎月末日現

在 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）調査月翌月の１５日 

【調査事項】 １．索引番号、２．需要先、３．月間受注両数及び金額、４．月間生産両

数及び金額、５．月末受注残両数及び金額 

※ 

【調査票名】 ２－鉄道車両生産（改造・修理）調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉄道車両に係る品目の製造を行

う事業所であって、日本標準産業分類に揚げる細分類「鉄道車両製造業」等

に属し、鉄道車両生産（改造・修理）を行う事業所のうち、常時３０人以上

の従業員を使用する事業所 

 （抽出枠）経済センサス－活動調査の調査票情報等により作成した事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン・その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）毎四半期末

日現在 （系統）国土交通省－報告者 
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【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）調査四半期最終月翌月の１５日 

【調査事項】 １．生産形式、２．索引番号、３．需要先、４．期間受注両数及び金額，

５．期間生産両数及び金額、６．期末受注残両数及び金額 

※ 

【調査票名】 ３－鉄道車両部品及び鉄道信号保安装置生産調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）① 日本標準産業分類に揚げる

細分類「鉄道車両用部品製造業」等に属する事業所のうち、常時３０人以上

の従業員を使用する事業所 ② 鉄道信号保安装置に係る品目の製造を行

う事業所であって、日本標準産業分類に揚げる細分類「交通信号保安装置製

造業」等に属する事業所のうち、常時５０人以上の従業員を使用する事業所 

（抽出枠）経済センサス－活動調査の調査票情報等により作成した事業所名

簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５０ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン・その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）毎四半期

末日現在 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）調査四半期最終月翌月の１５日 

【調査事項】 １．索引番号、２．期間生産数量及び金額、３．納入先、４．期間出荷数

量及び金額、５．期末在庫数量及び金額 

※ 

【調査票名】 ４－索道搬器運行装置生産調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）索道搬器運行装置に係る品目の

製造を行う事業所であって、日本標準産業分類に揚げる細分類「物流運搬設

備製造業」等に属する全て事業所 （抽出枠）経済センサス－活動調査の調

査票情報等により作成した事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン・その他（ＦＡＸ） （記入）自計 （把握時）毎四半期末

日現在 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）調査四半期最終月翌月の１５日 

【調査事項】 １．牽引番号、２．期間受注数量及び金額、３．期間生産数量及び金額、

４．期末受注残数量及び金額 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 在宅歯科医療に関する調査（平成２６年承認 ２回目） 

【承認年月日】 平成２６年１１月１２日 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 本調査は、在宅及び外来における個々の診療行為についての診療時間を把握

し、保険診療における歯科訪問診療について検討するための基礎資料を得ること

を目的とする。 

【調査の構成】 １－在宅歯科医療に関する調査票 

【公 表】 インターネット（平成２７年６月） 

【備 考】 今回は、実施期間等の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－在宅歯科医療に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位） （属性）歯科医療機関のうち、在宅療養支援歯

科診療所 （抽出枠）地方厚生局長又は地方厚生支局長に届出されている在

宅療養支援歯科診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２７年１月１９日（月）～平成２７年２月１３日

（金）の期間の訪問歯科診療及び外来歯科診療において、その期間中に診察

した患者のうち、それぞれ最初の２人（計４人）について、各患者の当該期

間中の初回の診察日 （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１月上旬～平成２７年２月

２８日 

【調査事項】 １．訪問歯科診療及び外来歯科診療における、１回の診療あたり総診療時

間、２．訪問歯科診療及び外来歯科診療における、各治療項目の診療時間、

３．訪問歯科診療についての訪問先種別  
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【調査名】 歯科技工料調査（平成２６年承認） 

【承認年月日】 平成２６年１１月１３日 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 本調査は、歯冠修復及び欠損補綴に際して用いられる各種歯科技工物の歯科

技工料を調査し、歯科保険医療について検討するための基礎資料を得ることを目

的とする。 

【調査の構成】 １－歯科医療機関用調査票 ２－歯科技工所用調査票 

【公 表】 非公表 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間、報告を

求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－歯科医療機関用調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）歯科医療機関 （抽出枠）医療

施設調査の結果を基に作成する名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４００／６８，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１月１日～１月３

１日 （系統）厚生労働省－民間事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年（ただし今回調査については、半年早める） （実施期日）

平成２６年１２月下旬～平成２７年３月９日 

【調査事項】 １．歯科医療機関における外注歯科技工料に係る歯科技工物別の金額、２．

総取扱い件数 

※ 

【調査票名】 ２－歯科技工所用調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）歯科技工所 （抽出枠）公益社

団法人日本技工士会の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／４，９００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１月１日～１月３１日 

（系統）厚生労働省－民間事業所－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年（ただし今回調査については、半年早める） （実施期日）

平成２６年１２月下旬～平成２７年３月９日 

【調査事項】 １．歯科技工所における外注歯科技工料に係る歯科技工物別の金額、２．

総取扱い件数  
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【調査名】 通信利用動向調査（平成２６年承認 ２回目） 

【承認年月日】 平成２６年１１月２０日 

【実施機関】 総務省 情報通信国際戦略局 情報通信政策課 情報通信経済室 

【目 的】 本調査は、利用者の視点における情報通信の利用動向を把握し、情報通信行

政の施策の策定及び評価のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成２年に開始され、平成９年調査からは、平成５年に開始され

た通信ネットワーク調査を統合して実施している。 

【調査の構成】 １－通信利用動向調査調査票（世帯用） ２－通信利用動向調査調査票

（企業用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット 

【備 考】 今回の変更は、報告を求める事項の変更（調査項目の追加・修正）及び集計

事項の変更等である。 

※ 

【調査票名】 １－通信利用動向調査調査票（世帯用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）直近の４月１日現在で満年齢２０

歳以上の世帯員がいる世帯 （抽出枠）都道府県及び都市規模を層化基準

（「抽出層一覧」参照）とした層化二段抽出（サンプリング台帳は住民基本

台帳） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４０，５９２／５１，９５０，５０４ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）平成２６年１２月３１日 （系統）総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬 

【調査事項】 １．世帯全体用、（１）情報通信関連機器の保有状況，利用状況、（２）イ

ンターネットの利用状況、（３）インターネット利用における被害状況、（４）

インターネット利用におけるセキュリティ対策状況、（５）インターネット

を利用していて感じる不安等、（６）１８歳未満の子どものインターネット

利用状況、（７）デジタルテレビ放送の利用状況（８）世帯の構成（世帯員

数、世帯年収）、２．世帯構成員用、（１）情報通信機器の保有状況、（２）

インターネットの利用状況、（３）インターネットの利用目的、用途、（４）

ソーシャルメディアの利用、（５）映像・音声コンテンツの利用、（６）スマ

ートフォン、タブレット型端末の利用 

※ 

【調査票名】 ２－通信利用動向調査調査票（企業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類（平成１９年１

１月改定。以下同じ。）大分類に掲げる大分類Ｓ－公務を除く産業に属する

常用雇用者規模１００人以上の企業 （抽出枠）業種及び常用雇用者数を層
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化基準（「抽出層一覧」参照）とした層化一段抽出（サンプリング台帳は事

業所母集団データベース平成２４年時フレーム（更新版）） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，１４０／４０，１０１ （配布）郵

送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平

成２６年１２月３１日又は平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日若

しくは調査時点に最も近い決算日までの１年間 （系統）総務省－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬 

【調査事項】 １．企業内／企業間通信網の構築状況、２．インターネットによる情報発

信、３．電子商取引、４．無線通信技術を利用したシステム・ツールの導入

状況、５．クラウドコンピューティングの利用状況、６．テレワーク、７．

ＩＣＴ教育、８．情報通信ネットワークの安全対策、９．情報通信ネットワ

ークの利用上の問題点等、１０．企業の概要（資本金額、年間売上高、営業

利益、人件費、減価償却費及び従業員数） 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 石川県介護・福祉人材に関する実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月４日 

【実施機関】 石川県 健康福祉部 厚生政策課 

【目 的】 本調査は、石川県内の介護・福祉人材の就職・離職の状況や職員の勤務条件

等や意識などを把握し、「石川県介護・福祉人材確保・養成基本計画（仮称）」の

策定にあたっての基礎資料を得ることを目的する。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 ２－従業員調査票 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）介護・福祉事業所及び当

該事業所従業員（１事業所あたり３名） （抽出枠）県指定事業者等管理シ

ステム及び保育所設置認可一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０００ （介護分野２０００、障害福祉分野

６００、児童福祉分野４００） （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２６年１０月１日現在（一部の項目は、それ以前１年間

の実績） （系統）石川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１１月２５日～１２月５日 

【調査事項】 従業員数、採用者数、離職者数、職種別過不足状況、運営上の問題点、早

期離職防止策、従業員への教育・研修内容、就業形態、実賃金等 

※ 

【調査票名】 ２－従業員調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）介護・福祉事業所及び当

該事業所従業員（１事業所あたり３名） （抽出枠）事業所調査票配の配布

事業所において、１事業所あたり３名を抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，０００／２０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１０月１日現在（一

部の項目は、それ以前１年間の実績） （系統）石川県－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１１月２５日～１２月５日 

【調査事項】 就業形態、勤続年数、実賃金、就職理由、仕事への満足度・不満内容等  
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【調査名】 介護福祉士等有資格者の就労状況等に関する調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月４日 

【実施機関】 石川県 健康福祉部 厚生政策課 

【目 的】 本調査は、県内の介護福祉士等有資格者の就労状況等を把握し、今後の人材

確保に関する施策を検討する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－介護福祉士等有資格者の就労状況等に関する調査票（介護福祉士養

成校卒業生） ２－介護福祉士等有資格者の就労状況等に関する調査票（介

護職員初任者研修修了者） 

※ 

【調査票名】 １－介護福祉士等有資格者の就労状況等に関する調査票 （介護福祉士養

成校卒業生） 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）県内介護福祉士養成校卒

業生 （抽出枠）過去１０年の県内介護福祉士養成校卒業生 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２６年１０月１日 （系統）石川県－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１１月２５日～１２月５日 

【調査事項】 現在の就職分野、介護・福祉分野で働いていない理由、介護福祉分野での

就労経験等 

※ 

【調査票名】 ２－介護福祉士等有資格者の就労状況等に関する調査票（介護職員初任者

研修修了者） 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）事業所 （属性）介護職員初任者研修修了

者 （抽出枠）県内介護職員初任者研修指定施設のうち上位５施設の過去５

年分の修了生 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成２６年１０月１日 （系統）石川県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１１月２５日～１２月５日 

【調査事項】 現在の就職分野、介護・福祉分野で働いていない理由、介護福祉分野での

就労経験等  
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【調査名】 コンテンツ産業における中小企業の海外展開に関する調査（平成２

６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月５日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 本調査は、コンテンツの分野における業界の実態、海外市場の状況、中小企

業が抱える課題等について、これから海外へ展開を検討する、又は既に海外へ展

開しているといった国内中小企業を対象に、アンケート調査を実施し、これらの

調査結果等を踏まえ、今後の都内中小企業の海外展開における基本的な方向性を

まとめることにより、効果的な施策展開のための基礎資料とすることを目的する。 

【調査の構成】 １－コンテンツ産業における中小企業の海外展開に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－コンテンツ産業における中小企業の海外展開に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位） （属性）国内に事業所を有する中小企業のうち、

サービス業に属するもの （抽出枠）「平成２４年経済センサス－活動調査

（総務省）」データから主な事業の内容及び取扱商品を考慮の上、初めに海

外に子会社又は支所がある企業を抽出し、それ以外については常用雇用者数

が大きい企業から抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，５００／３８，９５２ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月１日時点 （系

統）東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１２月中旬～平成２７年１

月中旬 

【調査事項】 １．企業概要、２．海外展開の実施状況、３．海外展開の際に利用した行

政機関、公的機関、民間団体等による支援や優遇措置、４．行政機関、公的

機関、民間団体等に期待する支援策 等  
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【調査名】 浄化槽に関する調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月６日 

【実施機関】 愛知県環境部水地盤環境課 

【目 的】 本調査は、浄化槽の使用状況及び維持管理状況の把握を目的とする。 

【調査の構成】 １－浄化槽に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－浄化槽に関する調査票 

【調査対象】 （地域）北設楽郡東栄町及び豊根村内全域 （単位） （属性）届出等に

より浄化槽台帳に登録された浄化槽管理者（公共機関を除く） （抽出枠）

届出等による浄化槽台帳（東栄町及び豊根村分） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）愛知県‐報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１２月１０日から平成２７

年１月５日 

【調査事項】 １．浄化槽使用の有無、２．使用浄化槽の形式、３．浄化槽の維持管理状

況  
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【調査名】 日本食産業＜製造業・飲食店＞における中小企業の海外展開に関す

る調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月７日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 本調査は、日本食の分野における業界の実態、海外市場の状況、中小企業が

抱える課題等について、これから海外へ展開を検討する、又は既に海外へ展開し

ているといった国内中小企業を対象に、アンケート調査を実施し、これらの調査

結果等を踏まえ、今後の都内中小企業の海外展開における基本的な方向性をまと

めることにより、効果的な施策展開のための基礎資料とすることを目的する。 

【調査の構成】 １－日本食産業＜製造業＞における中小企業の海外展開に関する調査票 

２－日本食産業＜飲食店＞における中小企業の海外展開に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－日本食産業＜製造業＞における中小企業の海外展開に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）中小企業 （属性）国内に事業所を有する中小企

業のうち、製造業に属するもの （抽出枠）「平成２４年経済センサス－活

動調査（総務省）」データから主な事業の内容及び取扱商品を考慮の上、初

めに海外に子会社又は支所がある企業を抽出し、それ以外については常用雇

用者数が大きい企業から抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／４７，１５６ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１月１日時点 （系統）

東京都－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１月上旬～平成２７年２月

上旬 

【調査事項】 １．企業概要、２．海外展開の実施状況、３．海外展開の際に利用した行

政機関、公的機関、民間団体等による支援や優遇措置、４．行政機関、公的

機関、民間団体等に期待する支援策 等 

※ 

【調査票名】 ２－日本食産業＜飲食店＞における中小企業の海外展開に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）中小企業 （属性）国内に事業所を有する中小企

業のうち、サービス業に属するもの （抽出枠）「平成２４年経済センサス

－活動調査（総務省）」データから主な事業の内容及び取扱商品を考慮の上、

初めに海外に子会社又は支所がある企業を抽出し、それ以外については常用

雇用者数が大きい企業から抽出する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，５００／８０，６１４ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２７年１月１日時点 （系統）

東京都－民間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１月上旬～平成２７年２月

上旬 

【調査事項】 １．企業概要、２．海外展開の実施状況、３．海外展開の際に利用した行

政機関、公的機関、民間団体等による支援や優遇措置、４．行政機関、公的

機関、民間団体等に期待する支援策 等  
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【調査名】 東京都ガソリンの取引状況等に関する調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月１０日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部経営支援課 

【目 的】 本調査は、近年、ガソリン販売業界では、石油製品の輸入自由化、石油元売

直営のガソリンスタンドの拡大などによりガソリンスタンド間の競争が激化し

ている。こうした状況の下、都内の中小ガソリンスタンド経営事業者の経営環境

は厳しさが続いており、この１０年間での都内ガソリンスタンド数は約４割減少

している。依然として厳しい経営環境に置かれるガソリンスタンド経営事業者の

状況を把握するため、調査を実施することを目的とする。 

 

【調査の構成】 １－東京都ガソリンの取引状況等に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－東京都ガソリンの取引状況等に関する調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位） （属性）都内中小ガソリンスタンド経営

事業者 （抽出枠）東京都石油商業組合の組合員のうち、都内でガソリンス

タンドを経営する事業者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査票到達時点 （系統）東京都―民間事業者―報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１２月第２週～平成２７年

１月第２週 

【調査事項】 企業の経営状況、販売形態、仕入取引環境等  
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【調査名】 商品の流通に関するアンケート調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月１１日 

【実施機関】 宮崎県総合政策部中山間・地域政策課 

【目 的】 本調査は、宮崎県内の５町村（諸塚村、椎葉村、高千穂町、日之影町、五ヶ

瀬町）をモデル地域とし、各町村及び当該県域の産業連関表の作成及び商品の流

通状況を把握・分析するため、５町村内の対象事業所に対しアンケート調査を行

うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－商品の流通に関するアンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－商品の流通に関するアンケート調査票 

【調査対象】 （地域）宮崎県内の５町村（東臼杵群：諸塚村、椎葉村、西臼杵群：高千

穂町、日之影町、五ヶ瀬町） （単位）事業所 （属性）宮崎県内の５町村

に在住する事業所・企業 （抽出枠）宮崎県内の５町村の地域経済の動向に

影響を及ぼすと考えられる事業所・企業から有意抽出 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／５００ （配布）調査員・郵送・

その他（電話） （取集）調査員・郵送・その他（電話） （記入）併用 （把

握時）平成１７年１月～１２月の１年間の実績値 （系統）宮崎県－国立大

学法人宮崎大学－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１２月 

【調査事項】 １．製品の販売額と出荷先地域の内訳、２．原材料の購入額と購入先地域

の内訳  
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【調査名】 震災対策に関するアンケート（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月１７日 

【実施機関】 鳥取県危機管理局危機管理政策課 

【目 的】 本調査は、昭和１８年の鳥取大地震や平成１２年の鳥取県西部地震によって

大きな被害を受けた経験があることから、このような大規模地震の再来を想定し

た地震防災戦略として「鳥取県震災対策アクションプラン」を平成２２年度に策

定し、効果的かつ効率的な地震防災対策を推進している。この「鳥取県震災対策

アクションプラン」では、平成２３年度から平成３２年度までの１０箇年を計画

期間として、県内で想定される大規模地震による死者数を８０％以上、直接被害

額を４０％以上減少させることを減災目標として掲げ、減災効果が高い対策を選

定して重点的に取り組んでいるところである。今回の調査は、同計画の進捗状況

を確認するとともに、地震災害に関する県民の意識と取組を把握し、今後の施策

の参考とするために実施することを目的とする。 

【調査の構成】 １－震災対策に関するアンケート票 

※ 

【調査票名】 １－震災対策に関するアンケート票 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）県民 （属性）県民（県政参画電子アンケ

ート会員） （抽出枠）県政参画電子アンケート会員名簿から全数を調査す

る。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７０ （配布）オンライン （取集）オンラ

イン （記入）自計 （把握時）平成２６年１１月２５日～１２月８日のう

ち、報告者が調査票に記入した日 （系統）鳥取県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２６年１１月２５日～１２月８日 

【調査事項】 １．家具や家電の固定について、２．地震保険への加入について、３．感

電ブレーカーの設置について  
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【調査名】 学校教育に関する県民意識アンケート調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月１９日 

【実施機関】 石川県教育委員会教員指導力向上推進室 

【目 的】 本調査は、県内の児童・生徒・教職員・保護者・一般県民・企業経営者にア

ンケート調査を実施し、学校教育についての意見を聞き、「教育振興基本計画」

に基づく具体的な取組の一層の充実に役立てるることを目的とする。 

【調査の構成】 １－児童調査票 ２－生徒調査票 ３－教職員調査票 ４－保護者調査

票 ５－一般県民調査票 ６－企業経営者調査票 

※ 

【調査票名】 １－児童調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）個人 （属性）児童 （抽出枠）学校基本

台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，４００／６２，１６２ （配布）その

他 （取集）その他 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月５日～１

９日 （系統）石川県－民間事業者－石川県地方教育事務所－各市町教育委

員会－各学校－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１２月５日～１９日 

【調査事項】 性別、地域、学校、放課後、家庭、地域社会、悩み 

※ 

【調査票名】 ２－生徒調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）個人 （属性）生徒 （抽出枠）学校基本

台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，８００／６５，７３３ （配布）その

他 （取集）その他 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月５日～１

９日 （系統）１．石川県－民間事業者－石川県地方教育事務所－各市町教

育委員会－各学校－報告者 （中学校・市立高校）２．石川県－民間事業者

－各学校－報告者 （高校） 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１２月５日～１９日 

【調査事項】 性別、地域、学校、放課後、家庭、地域社会、将来、悩み 

※ 

【調査票名】 ３－教職員調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）個人 （属性）教職員 （抽出枠）学校基

本台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，５００／１０，００８ （配布）その

他 （取集）その他 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月５日～１

９日 （系統）１．石川県－民間事業者－石川県地方教育事務所－各市町教
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育委員会－各学校－報告者 （中学校・市立高校）２．石川県－民間事業者

－各学校－報告者 （高校） 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１２月５日～１９日 

【調査事項】 性別、年代、地域、児童・生徒、授業、教師像、生涯学習、学校・家庭・

地域社会が担う役割、部活動 

※ 

【調査票名】 ４－保護者調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）個人 （属性）保護者 （抽出枠）学校基

本台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，５００／１００，０００ （配布）そ

の他 （取集）その他 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月５日～

１９日 （系統）１．石川県－民間事業者－石川県地方教育事務所－各市町

教育委員会－各学校－報告者 （中学校・市立高校）２．石川県－民間事業

者－各学校－報告者 （高校） 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１２月５日～１９日 

【調査事項】 性別、年代、地域、子ども、子どもの将来、教師、生涯学習、学校・家庭・

地域社会が担う役割、開かれた学校づくり 

※ 

【調査票名】 ５－一般県民調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）個人 （属性）一般県民（県政モニタ、イ

ンターネット県政モニタを含む） （抽出枠）住民基本台帳（石川県の人口

と世帯） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出・有意抽出 （客体数）１，９００／１，１５５，４

５０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自

計 （把握時）平成２６年１２月５日～１９日 （系統）石川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１２月５日～１９日 

【調査事項】 性別、年代、地域、子ども、学校、教師、地域活動、生涯学習、学校・家

庭・地域社会が担う役割、開かれた学校づくり 

※ 

【調査票名】 ６－企業経営者調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）企業 （属性）企業経営者 （抽出枠）平

成２４年経済センサス－活動調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００／６４，１７３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月５日～１９日 （系

統）石川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２６年１２月５日～１９日 
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【調査事項】 性別、年代、地域、社員の採用、職場体験、学校教育、学校・家庭・地域

社会が担う役割、生涯学習  
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【調査名】 北九州市人口移動実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月２０日 

【実施機関】 北九州市総務企画局政策部企画課 

【目 的】 本調査は、北九州市に転入、北九州市から転出した市民の移動理由等を把握

し、調査結果を今後の施策につなげる資料の一つとして活用することを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－北九州市人口移動実態調査票（転入者用） ２－北九州市人口移動

実態調査票（転出者用） 

※ 

【調査票名】 １－北九州市人口移動実態調査票（転入者用） 

【調査対象】 （地域）北九州市内全域 （単位）個人 （属性）平成２５年１０月１日

から平成２６年９月３０日までの１年間における、国外、市内を除く全ての

地域から本市への転入世帯代表者で、１８歳から６４歳までの人。 （抽出

枠）住民基本台帳のうち属性に該当する対象者から無作為抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１３，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入時点（平成２７年

１月４日～２３日） （系統）市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１月４日～２３日 

【調査事項】 移動理由、移動者の勤務状況等 

※ 

【調査票名】 ２－北九州市人口移動実態調査票（転出者用） 

【調査対象】 （地域）福岡市、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、大阪圏

（大阪府、京都府、兵庫県）、愛知県 （単位）個人 （属性）平成２５年

１０月１日から平成２６年９月３０日までの１年間における、本市から福岡

市、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県）、愛知県への転出世帯代表者で、１８歳から６４歳までの人。 

（抽出枠）住民基本台帳のうち属性に該当する対象者から無作為抽出 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，５００／６，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入時点（平成２７年１月

４日～２３日） （系統）市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）１回限り （実施期日）平成２７年１月４日～２３日 

【調査事項】 移動理由、移動者の勤務状況等  
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（２）変更 

【調査名】 大阪府景気観測調査（平成２６年届出 ３回目） 

【受理年月日】 平成２６年１１月４日 

【実施機関】 大阪府商工労働部商工労働総務課 

【目 的】 本調査は、四半期ごとの大阪府内民営事業所の景気動向を広く府民に公表す

るとともに、大阪府商工労働行政の施策立案の基礎資料にするために調査を行う

ことを目的とする。 

【調査の構成】 １－大阪府景気観測調査票 

【備 考】 今回は、報告を求める事項の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－大阪府景気観測調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲

げる大分類「建設業」「製造業」「情報通信業」「運輸業、郵便業」「卸売、小

売業」「不動産業、物品賃貸業」「宿泊業、飲食サービス業」及び中分類「専

門サービス業（他に分類されないもの）」「広告業」「技術サービス業（他に

分類されないもの）」「洗濯・理容・美容・浴場業」「その他の生活関連サー

ビス業」「娯楽業」「廃棄物処理業」「自動車整備業」「機械等修理業（別掲を

除く）」「職業紹介・労働者派遣業」「その他の事業サービス業」に属し、単

独および本所・本社・本店の民営事業所 （抽出枠）事業所母集団データベ

ースを用い、属性的範囲であげた業種ごとに、当該業種中に所在する単独お

よび本所・本社・本店の民営事業所から無作為抽出する層化二段抽出により

選定する。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，５００／３０２，５４４ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施四半期の実績見込

み（一部、次の四半期の予定） （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期（平成２６年１１月調査以降） （実施期日）提出期限

は、５月、８月、１１月、２月のそれぞれ翌月中旬 

【調査事項】 １．毎期共通するもの （１）事業所概要（業種、業態、従業員規模）、

（２）今期の業況判断（ 前期比、前年同期比）、（３）来期の業況判断（見

込み）、（４）出荷・売上高、（５）製・ 商品、サービス、請負等の単価、（６）

原材料、部品等の価格、（７）営業利益水準、営業利益 判断、（８）雇用状

況、（９）来期の雇用予定人員、（１０）資金繰り、（１１）設備投資 、２．

各期で個別に調査する項目 （２）１０－１２月期 ア．設備投資の主な目

的、円安による事業への影響と内容について  
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【調査名】 財政状況調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月７日 

【実施機関】 大阪府総務部統計課、大阪市都市計画局企画振興部統計調査担当、堺市市

長公室企画部調査統計担当 

【目 的】 本調査は、大阪府民経済計算、大阪市民経済計算、堺市民経済計算及び大阪

府産業連関表を推計するために用いることを目的とする。 

【調査の構成】 １－財政状況調査票 Ａ（一般会計・非企業特別会計用） ２－財政状

況調査票 Ｂ（企業特別会計、独立行政法人など） ３－財政状況調査票 

Ｃ（特別会計、独立行政法人など） 

【備 考】 今回の変更は、調査の目的、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求め

る事項、報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－財政状況調査票 Ａ（一般会計・非企業特別会計用） 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）内閣府の国民経済計算に

おいて一般政府又は公的企業に分類される事業所 （抽出枠）大阪府総務部

統計課が所有する「財政状況調査対象者名簿」のうち、中央政府及び社会保

障基金に格付される機関のうち企業会計を採用していない事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の前年度 （系統）大阪府－大阪市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年９月下旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．組織、２．歳入、３．歳出、４．会計名及び勘定名 

※ 

【調査票名】 ２－財政状況調査票 Ｂ（企業特別会計、独立行政法人など） 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）内閣府の国民経済計算に

おいて一般政府又は公的企業に分類される事業所 （抽出枠）大阪府総務部

統計課が所有する「財政状況調査対象者名簿」のうち、公的企業に格付けさ

れる機関の事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の前年度 （系統）大阪府－大阪市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年９月下旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．組織、２．減価償却・営業収益・経常利益、３．勘定名又は経理名、

４．財務諸表のＷｅｂサイト公開状況、５．有形固定資産、６．たな卸資産、

７．消費税関連項目、８．財務諸表の写し 

※ 

【調査票名】 ３－財政状況調査票 Ｃ（特別会計、独立行政法人など） 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）内閣府の国民経済計算に
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おいて一般政府又は公的企業に分類される事業所 （抽出枠）大阪府総務部

統計課が所有する「財政状況調査対象者名簿」のうち、中央政府及び社会保

障基金に格付けされる機関のうち企業会計を採用している事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の前年度 （系統）大阪府－大阪市－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年９月下旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．組織、２．勘定名又は経理名、３．財務諸表のＷｅｂサイト公開状況、

４．経常利益、５．経常費用、６．有形固定資産、７．たな卸資産、８．消

費税関連項目、９．財務諸表の写し  
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【調査名】 県民経済計算推計調査における財政状況調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月１７日 

【実施機関】 和歌山県企画部企画政策局調査統計課 

【目 的】 本調査は県内に所在する政府関係機関等の財政状況を把握し、和歌山県経済

の循環構造を集約的に表現した県民経済計算年報作成の基礎資料を得ることを

目的とする。 

【調査の構成】 １－財政状況調査票 

【備 考】 今回は、報告を求める事項の基準となる期日又は期間、報告を求める期間の

変更である。 

※ 

【調査票名】 １－財政状況調査票 

【調査対象】 （地域）和歌山県全域 （単位）事業所 （属性）県民経済計算マニュア

ル（平成１７年基準）に沿って作成した調査機関名簿の全事業所 （抽出枠）

県民経済計算マニュアル（平成１７年基準）に沿って作成した調査機関名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年度の前年度（４月～３月） （系統）和歌山県

－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１２月から１月まで 

【調査事項】 １．職員数、２．財務状況等  
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【調査名】 徳島県産業廃棄物実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月１７日 

【実施機関】 徳島県県民環境部環境指導課 

【目 的】 本調査は、徳島県廃棄物処理計画策定の基礎資料とするため、徳島県内にお

ける産業廃棄物の発生、処理状況等の実態を調査し、その現状分析と将来予測を

行うことを目的とする。 

【調査の構成】 １－徳島県産業廃棄物実態調査票 

【備 考】 今回は、調査の目的（属性的範囲）、報告を求める者、報告を求めるために用

いる方法、報告を求める期間の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－徳島県産業廃棄物実態調査票 

【調査対象】 （地域）徳島県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平

成１９年１１月改定）による農業，林業，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，

建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便

業，卸売業，小売業，学術研究，専門・技術サービス業，生活関連サービス

業，娯楽業，教育，学習支援業，医療，福祉，サービス業（他に分類されな

いもの）の事業を営む事業所 （抽出枠）平成２４年経済センサス－活動調

査 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出 （客体数）４，０００／３１，０００ （配

布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握

時）調査実施年前年の４月１日から調査実施年の３月３１日までの１年間 

（系統）徳島県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）調査実施年の１２月から調査実施年の翌年

の１月まで 

【調査事項】 １．事業所の概要（事業所名等）、２．産業廃棄物の発生の有無、３．廃

棄物等の発生状況及び処理状況  
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【調査名】 長野県雇用環境等実態調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月２１日 

【実施機関】 長野県産業労働部労働雇用課 

【目 的】 本調査は、県内民営企業に雇用される常用労働者の雇用環境等についてその

実態を把握し、労働行政の基礎資料として施策に反映することを目的とする。 

【調査の構成】 １－長野県雇用環境等実態調査票 

【備 考】 今回は、調査の名称、目的、調査対象の範囲、報告を求める者、報告を求め

る事項等の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－長野県雇用環境等実態調査調査票 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうち、「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、

「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研

究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービ

ス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分

類されないもの）」に属し、常用労働者数が５人以上の事業所 （抽出枠）

平成２４年経済センサス－活動調査による調査区別民営事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／３５，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２６年１２月１日現在 （系

統）長野県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２６年１２月１日～平成２７年１月３

１日 

【調査事項】 １．事業所に関する事項 （①事業所名、②所在地、③業種、④事業所の

常用労働者、⑤記入担当者）、２．雇用環境等に関する事項 （① 労働時

間制度 ②休日・休暇制度 ③福利厚生制度 ④退職金制度 ⑤高齢者雇用 

⑥若年者雇用 ⑦インターンシップ ⑧非正規社員 ⑨メンタルヘルス 

⑩その他）  
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【調査名】 県民経済計算基礎調査（平成２６年届出） 

【受理年月日】 平成２６年１１月２６日 

【実施機関】 新潟県総務管理部統計課 

【目 的】 本調査は、経済の規模や成長率、産業の構造などを把握し、地域経済の総合

指標としてまとめる新潟県県民経済計算及び新潟市市民経済計算の推計に使用

するための調査である。 

【調査の構成】 １－【Ａ調査票】 ２－【Ａ－独調査票】 ３－【Ｂ調査票】 ４－【Ｃ

調査票】 ５－【Ｅ調査票】 ６－【Ｆ調査票】 ７－【Ｇ調査票】 

【備 考】 今回は、Ａ調査票・Ｂ調査票の報告を求める事項の変更である。 

※ 

【調査票名】 １－【Ａ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）行政機関 （属性）国の出先機関 （抽出

枠）県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬～２月下旬 

【調査事項】 １．行政機関の現況 （会計区分、職員数）、２．歳入 （収入印紙、官

業収入、政府資産整理収入、雑収入）、３．歳出 （職員基本給、職員諸手

当、超過勤務手当、委員手当・常勤職員給与・非常勤職員手当、予備隊員手

当・休職者給与等、雑給与の類、報償費、各種旅費、庁費・校費等、原材料

費、委託費、施設費の類、補助金・負担金・交付金等、交際費、賠償償還及

び払戻金、保証金・予納金、補償金（費）、恩給・年金等、他会計への繰入、

貸付金・出資金、供託金利子、公共事業費、その他の支出）、４．現物支給、

５．自衛隊の現物支給（防衛庁関係のみ記入）、６．その他（特別会計等）、

７．建物延床面積、８．市町村別工事費 

※ 

【調査票名】 ２－【Ａ－独調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位） （属性）独立行政法人 （抽出枠）県民

経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬～２月下旬 

【調査事項】 １．行政機関の現況 （会計名、勘定名、職員数、建物延床面積）、２．

収入、３．支出、４．有形固定資産の状況、５．投資額、６．市町村別建設
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費・災害復旧費（新潟県内分） 

※ 

【調査票名】 ３－【Ｂ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）共済組合 （属性）共済組合 （抽出枠）

県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬～２月下旬 

【調査事項】 １．共済組合の現況、２．共済組合掛金・給付金、３．共済組合員数 

※ 

【調査票名】 ４－【Ｃ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）事業所 （属性）金融機関 （抽出枠）県

民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年度

前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬～２月下旬 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．預金、３．貸出し、４．収益費用 （経常収益、

経常費用、経常利益）、５．有刑固定資産投資支出 

※ 

【調査票名】 ５－【Ｅ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）事業所 （属性）電力・放送他 （抽出枠）

県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年

度前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬～２月下旬 

【調査事項】 １．事業所の現況、２．賃貸住宅建設費、３．宅地造成費、４．分譲住宅

建設費 

※ 

【調査票名】 ６－【Ｆ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）機関 （属性）公社・公団・事業団他 （抽

出枠）県民経済計算基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年度
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前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬～２月下旬 

【調査事項】 １．事業所の現況 （会社名、勘定名、職員数）、２．歳入決算額 （業

務収入、雑収入）、３．歳出決算額 （職員基本給・諸手当・超過勤務手当、

委員手当、退職手当、児童手当、公務災害補償費、休職者給与・常勤職員給

与、国家公務員共済組合負担金、諸謝金、報償費、各種旅費、需要費、補助

金、支払利子、支払配当金、支払地代、支払損害保険料、自動車重量税、自

動車税等、法人税・住民税、その他諸税、災害補償費、その他、業務外支出）、

４．有形固定資産、５．投資額 （建設費、災害復旧費、用地費）、６．市

町村別建設費・災害復旧費、７．たな卸資産の状況 

※ 

【調査票名】 ７－【Ｇ調査票】 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）機関 （属性）政府サービス生産者（【Ａ

調査票】～【Ｆ調査票】に属する機関を除く。） （抽出枠）県民経済計算

基礎調査公務機関一覧表 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）前年度１年間の実績（一部の項目については、調査実施年度

前年度末現在） （系統）新潟県－報告者 

【周期・期日】 （周期）１年 （実施期日）毎年１月上旬～２月下旬 

【調査事項】 １．機関の現況、２．税目、３．海洋運輸（離島連絡航路）、沿岸運輸（海

浜航路）、内陸水運（河川・湖沼遊覧航路） 
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（参考） 

○基幹統計の指定 

 

統計の名称 作 成 者 指  定  内  容 指定年月日 

学 校 基 本 統 計 調 査 

 

文 部 科 学 大 臣 指定の変更 

 基幹統計とそれを作成する

手 段 で あ る 基 幹 統 計 調 査 と

を、名称上明確に区分するた

め、基幹統計の名称を現行の

「学校基本統計調査」から「学

校基本統計」に変更するもの。 

H26.11.19 

 

薬事工業生産動態統

計 

 

 

厚 生 労 働 大 臣 指定の変更 

 薬事法の改正に伴い、作成

目的に「再生医療等製品」の

文言を追加 

H26.11.25 

 

 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が行った基幹統計の指定内容について掲

載したものである。 
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